
令和7年度補正予算 地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業

【事業実施背景】現在、日本政府が推し進める「モーダルシフト倍増」において、既存インフラの有効活用は最優先事項です。特に九州〜本州（関西
以東）間の物流においては、往路（九州行）に比べ復路（本州行）の物量が少ない「片荷」の状態が顕著であり、鉄道貨物やフェリーの積載効率を低下
させています。 本事業では、従来の大都市圏（阪神・東京港）集中型の輸入ルートを見直し、輸入貨物の一部を博多港へシフトさせることで、物流平準
化等の実現を目指します。

九州・本州間における貨物輸送平準化と輸入ルート最適化の実証事業
～輸入拠点の博多港シフトによるモーダルシフト空きスペースの解消と物流BCPの構築～

事業概要

事業内容

協議会名：九州・本州間貨物輸送平準化推進協議会

本事業では、海外（シンガポール・中国・プサン経由など）からの輸入
貨物の約20％を博多港へシフトさせ、九州内需要を直接満たすと
ともに、余剰分を「復路の本州行きの空きスペース」で鉄道貨物によ
り関西方面へ輸送する。

Point

協議会構成員
福岡市、AB InBev Japan 合同会社、トランコム株式会社、
JR貨物ロジ・ソリューションズ株式会社

【効率化】
31Fコンテナ日平均3台（30トン）、年間720台（7,200トン）の増加

【労働環境】
阪神・東京港の集中緩和によるトレーラー待機時間の解消

【リードタイム】
九州圏内への配送リードタイム短縮（コンテナ1本につき1日）

【防災・BCP】
輸送ルートの多角化（ダブルネットワーク化）による災害耐性の向上

【環境】
モーダルシフト推進によるCO2排出量の削減
※本輸送における福岡から神戸までトラックで輸送した際の想定さ
れるCO2排出量の削減効果は、1輸送あたり約80％の削減効果が
期待できる。

想定事業実施効果
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